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平成２４年３月

鳥 取 県

【資料編】

雇用創造１万人プロジェクト



保育、介護、医療
サービス等の不足

• 電機産業依存の「一本足打法」

• 公共依存度が高い
産業構造

• 高品質、単品売り

• 大量生産（低コスト化）

付加価値

獲得

• 少子高齢化（生産年齢人口急減）

• 環境エネルギー

• 大企業（製造業）の統廃合

成長制約要
因

１ 産業構造の転換（ピンチをチャンスとして捉え、１万人を創造）

戦略的推進８分野へシフト
（鳥取県経済成長戦略）

マザー工場化（高機能化）
６次産業化、サービス産業化

文化付加価値型

公的サービスの強化（医療・福祉）
民間サービスの創造（健康など）

環境エネルギー解決産業
ニュービジネス（新分野）創出支援

製造業
中心

若者、女性、高齢

活躍できる社会

若者、女性、高齢
者、障がい者等が
活躍できる社会

県民所得の増加と
サービスニーズの拡大

雇用の創出
（サービス利用により就業拡大）

就業率の向上

経済成長

良質な雇用の促進による生産性の向上 職業訓練、
ワークライフバランス等働きやすい環境づくり

貯蓄から消費へ

需要に応えるサービス

重点８政策の推進
[産業分野] ⇒ 8,000人
・鳥取県経済成長戦略
・企業立地
・やらいや農林水産業
・観光産業
・中小企業底力アップ
[公的サービス分野]⇒2,000人
・医療分野
・福祉分野
・教育

２ 内需型産業に着目した新たな雇用創造戦略
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（円／ドル） 為替レート（17時JST）の推移（ドル/円）

（出所：日本銀行「外国為替市場」）

商工政策室作成：4月10日調査時点

平成20年8月15日
1ドル110.33円

平成20年3月17日
1ドル97.36円

平成19年6月22日
1ドル124.60円

H24年4月9日（直近）
１ドル81.31円

※2011年10月31日一時75.32円をつけ戦後最高値を更新。それ以前は2011年10月26日の１ドル75.71円が最高。

平成23年10月31日

1ドル78.80円
※一時75.32円

平成24年4月9日
1ドル81.31円

為替レートの推移（ドル／円）

リーマンショック

ギリシャ財政危機

東日本大震災
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鉱工業生産指数の推移
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大都市圏へ
の集中投資

鳥取県の動き
製造業の海外シフト

（リストラ等）

工
場
制
限
法
撤
廃

H13、14
電子・電機産業ショック
事業所の閉鎖・リストラ

産
業
ク
ラ
ス
タ
ー

転換点

地
域
間
格
差
拡
大

H3 バブル崩壊
景気対策の開始

「失われた10年」

全国の動き

公共事業による景気対策（補正等）

円高の進行と海外移転の開始

過剰投資債務対策・不良債権処理（採用の抑制とリストラの進行）

格差是正新法の活用
・企業立地促進法

・地域資源活用促進法

H15 建設業の
倒産が多発

海部内閣
H1.8~H3.11

宮澤内閣
H3.11~H5.8

細川内閣
H5.8~H6.4

羽田内閣
H6.4~H6.6

村山内閣
H6.6~H8.1

橋本内閣
H8.1~H10.7

小渕内閣
H10.7~H12.4

森内閣
H12.4~H13.4

小泉内閣
H13.4~H18.10 安倍内閣

H18.10~H19.8
福田内閣
H19.8~
H20.9

麻生内閣
H20.9~
H21.8

鳩山内閣
H21.8～
H22.6

野田
内閣

H23.9～

リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

H23.3.11
東日本大震災

菅内閣
H22.6～
H23.9

有効求人倍率の推移

2月（直近）
鳥取県：０．６９倍
全 国：０．７５倍
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14歳以下人口

65歳以上人口

15～64歳人口

人口（万人）

（西暦）

2,948

23.0%

(2010)

高齢化率
39.9%

3,464

合計特殊

出生率

1.351.39

(2010)

12,806

8,674

資料：2010年までは総務省統計局「国勢調査」、2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）出生中位（死亡中位）推計」

2008年は総務省統計局「人口推計」国勢調査結果による補間補正人口－平成17年及び平成22年国勢調査の結果による補間補正－

生産年齢人口（15～64歳）割合

1,684

8,173

791

6,773

3,685

1,204

4,418

11,662

生産年齢

人口割合
50.9%

高齢化率（65歳以上人口割合）

合計特殊出生率

63.8%

（2010）

人口のピーク（2008年）

12,808万人

日本の将来推計人口

生産年齢人口
は、急激に減少

実績値
（国勢調査）

平成24年推計値
（日本の将来推計人口）
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鳥取県の人口動態の推移（S30～H2３）

自然増減数 社会増減数 人口増減数

鳥取県人口の推移（人口減少の加速）

Ｓ４１
ひのえうま

Ｓ４６～４９
第2次ベビーブーム

Ｓ５４
第２次石油危機

バブル経済崩壊

Ｓ６２～Ｈ２
バブル景気

世界金融危機

自然減・社会減の

同時進行

Ｈ１３～Ｈ１８
小泉内閣

平成２２年１０月１日現在で県人口が５９万人割れ。自然減と社会減が同時進行で人口減が加速

［人］ ［人］

Ｈ１４．７
首都圏・近畿圏における
工場等制限法の撤廃

（工場制限面積の廃止）

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年

20～ 24 ▲ 846 ▲ 1,256 ▲ 1,320 ▲ 1,290 ▲ 1,020

25～ 29 ▲ 357 ▲ 491 ▲ 556 ▲ 199 ▲ 77

30～ 34 ▲ 146 ▲ 158 ▲ 305 ▲ 44 23

35～ 39 ▲ 76 ▲ 148 ▲ 215 ▲ 27 1
30代 ▲ 1,095

年　　齢
転  出  入  超  過

年代
5年間

(H18～22)
計

20代 ▲ 7,412 約8,500人の
若者が流出
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鳥取県の将来人口推計

総人口は、急激に減少。生産年齢人口は加速度的に減少。

生産年齢人口
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完全失業率・完全失業者数

出典 総務省「国勢調査」より商工政策室作成

（人）

9



若年層の完全失業率 （鳥取県）

出典 総務省「国勢調査」から商工政策室作成 10



新規学卒者（高校）の就職内定率及び県外就職率

①就職内定率の折れ線グラフ（鳥取県・全国）
②県外就職率はグラフでも表でもいい（鳥取県・全国）

出典 鳥取県：就職内定率 鳥取労働局「「平成23年3月新規高等学校卒業者の求人・求職・就職内定状況 ※3月末現在」
全 国：就職内定率 厚生労働省「平成22年度「高校・中学新卒者の就職内定状況等 ※3月末現在」
県外就職率 文部科学省「学校基本調査」 11



労働者に占める非正規社員の割合

出典 総務省「就業構造基本調査」をもとに商工政策室作成 （注）各値は役員を除く雇用者の値

（人）
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